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研究成果の概要（和文）：都市から農村地域への移住・定住促進を目的とした、413自治体・3411の移住・定住支援策
を対象に、体験・就業支援及び空き家を活用した住宅支援導入の有無と地域特性との関連分析を行った上で、すべての
支援を導入する「包括的移住支援システム」の運営方式を明らかにした。さらに転入者の転入・定住意思決定プロセス
の分析を通して移住支援システムの有効性を検証し、転入者の年代・前住地との距離・就業形態により必要な支援策が
異なることを明らかにした。5タイプの移住者属性に対応したシステムモデルを提案した。

研究成果の概要（英文）：This research targets are 3411 policies of 413 local governments which promote 
transference into rural area from urban area. The relationship between regional characteristics and the 
support field of experience, employment and housing were analyzed. The management form of system which 
called "comprehensive transference support system" including all of the support fields was become clear. 
Through the analysis of transference-settled decision-making process of new residents, the effectiveness 
of "comprehensive transference support system" was verified. The necessary support was different by the 
age, the distance from former dwelling place and the employment form of new residents. 5 type system 
models corresponding to attribute of new residents were shown.

研究分野：地域計画
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 1990 年代以降の都市から農村への田舎暮
らし希望者増加を契機に、多くの自治体で UI
ターン促進による地域活性化を目的とした
「定住支援事業」が開始されている。施策の
中心を担うのが、自治体が空き家情報の収集
と提供を行う「空き家活用事業」で、不動産
業が未発達の農村地域において自治体が住
宅提供を行う意義は大きく、一定の成果をあ
げている。特に 2007 年以降、団塊の世代を
対象とした誘致策が展開されており、中高齢
UI ターン者の都市部で蓄積された経験や技
術の導入が期待される。さらに昨今の少子化
による小中学校統廃合問題を背景に、子ども
を持つ若年世帯の UI ターンを優先的に進め
る自治体が増加しており、中高齢世帯と若年
世帯の定住促進による地域コミュニティ再
生の有効な手法として注目される。 
しかし医療環境が不充分な農村地域にお
いて、UI ターン中高齢世帯が後期高齢期に再
び転出する可能性も考えられる。また若年世
帯に対しては雇用の受け皿整備が必要だが、
現状ではハローワーク等を利用した就職情
報提供に留まっている。農林漁業の後継者育
成のための支援制度は比較的取り組まれて
いるものの、適応性や収入状況等の転入後の
暮らしに対する不安を抱え、移住に踏み切れ
ない場合も多いと考えられる。 
よって、定住支援事業は、(1)田舎暮らし
や農林漁業への適応性の判断を通して転入
を促す支援体制と、(2)若年世帯及び中高齢
世帯の定住意向に対応した住み替え支援を
含む住宅供給体制を整備することが重要検
討課題であり、空き家活用事業との相乗効果
が期待される。 
関連既往研究には、自治体の定住支援事業
に関して農村計画分野を中心に多くの研究
成果が蓄積されており、暮らし体験の観点か
らは都市農村交流事業計画手法を検討した
研究 1,2）や、交流事業が地域住民や都市住民
に与える影響を分析した研究 3,4）が見られる
が、都市と農村の交流を主目的としたものが
多く、体験事業により転入を促す支援体制の
検討はなされていない。また就業・就農支援
に関しては広島県内自治体の支援内容と特
徴を整理した研究報告 5)があるが、適応性判
断を目的とした就業支援策に着目した研究
はほとんど見られず、就業支援と空き家を活
用した住宅供給方式との相乗効果の検証も
行われていない。さらに転入者に着目した研
究では、転入者が地域に与える影響を分析し
た研究は 6-8)があるが、転入先決定の要因分析
を行った研究は少なく、転入者の転入先選択
の意思決定プロセスは解明されていない。 
以上の研究成果より、暮らし・就業体験と
空き家を活用した住宅提供を組み込んだ移
住支援システムは、現状の定住支援事業方式
の課題である(1)田舎暮らしや農林漁業への
適応性に対する不安感の解消と、(2)定住意
向に対応して住み替えを可能とする住宅供

給を実現し、若年世帯と中高齢世帯両者の転
入を促進する方式としてその有効性が推察
される。 
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２．研究の目的 
 本研究では、暮らし体験・就業支援制度と
空き家を活用した住宅支援を組み込んだ移
住支援システムに着目し、(1)転入者数と転
入者の年齢階層により自治体別の転入形態
を類型化した上で、(2)若年世帯や中高齢世
帯夫々に対応した暮らし体験事業及び就業
支援制度の導入状況と運営方式を整理する
とともに、空き家を活用した住宅提供支援と
の連携効果を明らかにする。(3)さらに先進
事例を抽出し、転入者の転入・定住意思決定
プロセスを解明し、意思決定要因分析により
移住支援システムの有効性を検証した上で、
(4)これらの成果をもとに、定住プロセスを
体験→転入→定住に 3区分し、各プロセスに
おいて若年世帯及び中高齢世帯夫々に対応
した体験・就業支援体制と、空き家等を活用
した住み替え支援を含む住宅供給体制を組
み込んだ包括的移住支援システムモデルを
提案する。 
 
３．研究の方法 
 まず、転入者数と転入者の年齢等に関する
統計データより、自治体別の転入形態及び移
住・定住支援事業開始前後の推移を把握する。
次に暮らし体験事業及び就業支援制度の導
入状況を把握するため、移住・定住支援事業
を実施する自治体の支援内容を抽出した上



で、支援分野の組み合わせにより、システム
の類型化を行い、地域特性との関連分析を行
う。次に暮らし体験事業及び就業支援制度を
導入する自治体に着目し、地域特性の異なる
4 事例のシステムの構成について比較分析を
行い、その特徴を明確化する。4 事例の中で
最も就業条件が厳しい自治体のシステムに
着目し、移住者の移住プロセスと支援の利用
状況を明らかにするとともに、移住者属性に
対応した支援の有効性を検証する。以上の結
果を踏まえ、包括的移住支援システムのモデ
ルと展開に向けた課題について考察する。 
 なお、本研究で使用する自治体の移住・定
住支援事業の支援内容は、「一般社団法人 移
住・交流推進機構 JOIN」が公表している「知
らないと損する全国自治体支援制度」2014 年
版の原本データに記載のある 43 道府県 413
市町村(全国市町村の 24.05％)が実施し、こ
の報告書に記載のあるものを対象とする。そ
の他、平成 22 年度国勢調査、住民基本台帳
人口移動報告(平成 22～24 年度)、地方財政
状況調査関係資料を用いる。 
 
４．研究成果 
1) 政策開始前後の転入超過率の変化と地域
特性との関係 
人口減少の問題が顕著に表れている自治
体を抽出するため、①2005 年～2010 年の人
口増減率、②2005 年～2010 年の転入超過率
（転入超過数/人口）の平均値、③2012 年の
過疎市町村割合、の 3指標において、各々下
位 20 に含まれる 25 県を選定した（北海道を
除く）。そのうち、定住支援事業に取り組ん
でいることが把握できた289市町村を対象自
治体として選抜した。政府統計データ「住民
基本台帳 人口移動報告」を用いて 2000 年か
ら 2010 年の 10 年間の転入超過率（転入超過
数/人口の推移）の推移分析を行った。289 市
町村のうち、転入超過率が上昇していること
が確認された自治体は 20 県 73 市町村
（25.3％）である。 
この 73 市町村のうち、政策開始時期が把
握できた 38 市町村を、人口規模と、①全域
離島、②全域豪雪地域、③全域過疎地域、④
いずれかの特性が一部のみ指定、⑤指定なし
の地理特性により以下の 5つに分類した。 
A1：人口特大・地理有利(人口：10 万人～、
地理④⑤) 
A2：人口大・地理有利(人口：3 万～10 万、
地理④⑤) 
B：人口小・地理有利(人口：～3万人、地理
④⑤)  
C：人口大・地理不利(人口：3万人～、地理
①②③) 
D：人口小・地理不利 (人口：～3 万人、地
理①②③) 
 2000～2010 年の政策開始年前後の転入超
過率の変化を図 1に示す。人口規模の大きい
類型では政策開始前後の変化の平均が
A1:0.19％,A2:0.03%,C:0.06%と小さい。一方
で人口規模が小さい類型では、地理条件の不
利な Dの類型では変化の平均が 0.21％、地理 

 

図１ 事業開始前後の転入超過率の変化 

 
図 2 分野別支援実施自治体数・割合 

表 1 支援分野によるシステムの類型化 

 
条件の有利な B の類型では 0.39%となり、特
に地理的な条件が有利な自治体で転入実績
を上げていることが示された。 
一方、年齢階層別の転入者データについて、
2010 年以前のデータを取得することができ
なかったため、年齢階層別の転入形態を把握
することができなかった点は、今後の研究課
題である。 
 
2) 暮らし体験事業及び就業支援制度の導入
状況把握 
413 市町村・全 3411 移住・定住支援施策を
対象に、支援内容を「情報提供」「体験・滞
在支援」「就業支援」「住宅支援」「定住支援」
の 5つに大分類し、自治体別の実施率及び分
野別の平均取組施策数を求めた。結果を図 2
に示すが、「情報提供」「住宅支援」「定住支
援」は 8割以上の自治体で実施されている一
方で、「体験・滞在支援」は 11.1％、「就業支
援」は 41.9％と半数以上の自治体で支援が見
られず、支援分野に偏りがあることが示され
た。分野別の平均施策数は、「定住支援」で
は4.35と高いことに対し、「滞在支援」で1.26、
「情報提供・相談」1.05 で、実施率と施策数
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には相関がなく、施策数は支援分野により異
なると言える。 
次に、移住・定住支援の実施分野の組み合
わせによって移住・定住支援システムを類型
化し、表 1 に示す 12 タイプを抽出した。最
も該当自治体の多いシステムは、「情報提
供・相談」「住宅支援」「定住支援」の 3分野
に取り組んでいるもの（スタンダード型と呼
称）で、137 市町村・33.2％が該当する。こ
のシステムに加え、「就業支援」に取り組む
もの（展開 A型と呼称）が 114 市町村・27.6％
で、これら 2つの支援システムの該当自治体
を合計すると全体の 6割を超える。これに対
し、5 つの支援を全て実施する（展開 B 型と
呼称）のは 27 市町村と全体の 6.54％に留ま
る。 
 
3) 移住・定住支援システムと地域特性との関
連分析 
自治体の地域特性を表わす指標として、都
市化の代替変数として「人口密度」、雇用の
場の有無を示す代替変数として「昼夜間人口
比」、首都圏に住む移住希望者にとっての交
通コストを示す「東京からの距離」を用いて
標準偏差を 1として標準化を行い、word 法を
用いてクラスター分析を実施した。その結果、
表 2に示す 5つの類型を得た。類型毎の特徴
的な値から、各類型を以下「人口密度の高い
都市（37 市町村）」「昼間人口の多い都市（125
市町村）」「人口密度が著しく高い都市（5 市
町村）」「東京から遠い都市（102 市町村）」「昼
間人口の少ない農村（144 市町村）」とし、「人
口密度の著しく高い都市」については、該当
5 市町村が全て沖縄県等に位置する極端な人
口増加自治体であるため、以降の分析からは
除外した。 
12 タイプのシステムうち、「スタンダード
型」「展開 A型」「展開 B型」の 3つを抽出し、
地域特性による 4類型とのクロス表を表 3に
示す（χ２＝14.927、自由度＝６、p<0.05）。
スタンダード型は「昼間人口の少ない農村」
の約 6割の自治体が含まれており、展開 A型、
展開 B 型では「人口密度の高い都市」「昼間
人口の多い都市」の類型でより多く見られた。
以上の結果から、本来雇用環境が厳しく、就
業支援が必要であるはずの「昼間人口の少な
い農村」において就業支援が実施されておら
ず、滞在支援が必要と予想される「東京から
遠い都市」において「展開 B型」の実施自治
体は 1割に満たない。このことから、導入し
やすい地域特性を持つ自治体では支援を実
施している一方で、必要性が高くても雇用環
境が未整備等、実施が困難な自治体では支援
を実施していないと推察される。 
 
4) 滞在・就業支援を組み込んだシステムタイ
プの事例分析 
 体験事業及び就業支援制度を導入する「展
開 B型」の支援システムに該当する自治体の
うち、地域特性の 4類型の中からそれぞれ施

表 2 地域特性による自治体の類型化 

 

表 3 支援システム・地域特性類型クロス表 

 

策数が多い 4自治体（人口密度の高い都市：
福岡県筑後市、昼間人口の多い都市：広島県
安芸太田町、東京から遠い都市：大分県豊後
高田市、昼間人口の少ない農村：長野県飯島
町）を選抜し、ヒアリング調査を通じて詳細
な事例分析を行った。 
 支援体制の共通点として、4 事例全てで自
治体内に移住・定住支援専門の課を設置し、
うち3事例で行政内の分野横断的な議論の場
が存在しており、さらに他自治体や NPO 等民
間との連携が確認された。また、豊後高田市
を除いた3事例で子育て世帯や若者世代の誘
致を促進しており、中高齢世帯の誘致を明確
にしているところは見られなかった。 
 分野別の支援内容の特徴として、滞在支援
については、県内からの移住者が多い筑後市
と安芸太田町では1ヶ月以内の短期滞在施設
が設置されていた一方で、遠方からの移住者
が比較的多い豊後高田市と飯島町では1ヶ月
以上の長期滞在施設と合わせて1ヶ月以内の
短期滞在施設や体験プログラムが併用され
ていた。就業支援では求人情報の公開に加え、
筑後市・安芸太田町では長距離通勤の補助制
度を導入し、市外通勤者にも支援をしており、
安芸太田町・飯島町では、担当者の個別相
談・対応により就業先とのマッチングを図る
取り組みも見られた。住宅支援では共通して
空き家バンクが実施されている他、新婚や子
育て世帯に対して家賃の補助や新築・改修助
成金の上乗せといった金銭的補助が導入さ
れていた。 
中でも豊後高田市では、新婚世帯と子育て
世帯を対象とした市営住宅を供給しており、
安価な家賃で集合・戸建住宅（空き家活用を
含む）を提供するとともに、分譲団地の整 
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表 4 移住者タイプの分類 

 

図 3 住宅の選択傾向 

 
図 4 包括的移住支援システムのモデル 

備・新築補助金により、住み替え・定住を促
す仕組みが実現していた。 
 
5) 移住プロセスと支援内容の適応関係検証 
飯島町に移住した 20～70歳代の 18名を対
象にヒアリング調査を実施し、転入者の転入
プロセスと利用した支援内容を整理した。移
住プロセスは属性によって異なることが分
かったため、18 名を世帯構成と現在の就業形
態をもとに表 4に示すとおり 5グループに分
類した。 
移住者タイプ別の移住プロセスの特徴と
して、A タイプ(現役世代の会社員)と A’タ
イプ(現役世代の非正規雇用と求職者)では
移住前の仕事のストレスが移住の動機とな
ることが多く、大半は飯島町への地縁を持っ
ていない。うち A タイプは、仕事探しでは、
ハローワークや定住促進室の支援を活用し
て移住以前から仕事を確保しており、移住後
にはスムーズに就職を果たしている。一方で、
A’タイプは全世帯が移住前に仕事を確保し
ていなかったこともあり、現在の就業形態は
求職中や非正規雇用である。 
B タイプ(現役世代で移住前の仕事を継続)
は全て県内からの移住で、住宅の住み替えの
タイミングで移住している例が2/3名で見ら
れた。また、転職の必要性がないため就業支
援を一切活用していない。 
C タイプ(新規起業者)は以前の居住地から

転出したいという強い意志を持っている場
合と、起業志望そのものが移住の動機となる
場合に二分され、どちらの場合も起業に必要
な条件が移住先選定の条件となっている。ま
た、3/4 名が移住先決定要因として起業・開
業に必要な土地や物件を確保できたことを
あげている。 
D タイプ(定年後の移住者)は定年以前から
老後の生活に対して田舎暮らしを望んでお
り、その条件に合致する場所を移住先として
選定している。また、ほとんど特別な支援を
必要とせず、希望の条件に合致する土地を手
に入れることが移住の条件になっている。 
また、移住者の年齢と前居住地からの距離
により、選択した住宅タイプに差異が見られ
た（図 3）。近隣からの住み替えを目的とした
若年層とリタイア世帯では新築を選び、遠方
からの若年層移住者は賃貸（集合住宅）を選
ぶ傾向が見られた。一方、空き家に関しては、
住宅の選定段階においては多くの移住者が
「住情報ネットワーク」（空き家バンク）を
確認しているものの、利用した 10 名の内 9
名は希望の物件を見つけることができてい
ない現状が明らかになった。 
以上より、移住者の属性によって必要とす
る支援が異なることが示された。転職を必要
としない県内からの移住者やリタイア世代
には、「情報提供・相談」「滞在支援」「就業
支援」の分野はほとんど必要なく、新築に対
する志向が強い一方で、移住地は勤務地や趣
味の実現に依存することが示された。一方で、
遠方から移住し移住後会社員を希望する移
住者は、転職希望や環境改善を目的に移住に
踏み切ることが多く、「情報提供・相談」「滞
在支援」を活用することで移住地を選定して
いた。また、求人が少ない地域で移住前に仕
事を確保するためには、ハローワークなどの
支援だけでなく、地域の就業環境を良く知る
行政担当者が必要に応じて支援をすること
が有効であることが示された。新規起業希望
者では、移住先の決定要因として、物件探し
を含む起業支援が効果的である。住宅の選好
では、近隣からの住み替えを除き若年世代か
らは集合住宅や空き家等、賃貸のニーズが高
い。空き家については需要に供給が追いつい
ていないため、空き家確保が課題である。 
 
6) 包括的移住支援システムのモデルと展開
に向けた課題 
以上の研究成果をもとに、定住プロセス
（体験→転入→定住）に対応した支援分野を
設定し、若年世帯・中高齢世帯等の属性に対
応した包括的移住支援システムの検討を行
った。提案モデルを図 4に示す。 
若年世代のうち、近隣からの住み替え世帯
については、地域の実情をよく知り、転職を
必要としないことから「情報提供・相談」「滞
在支援」「就業支援」は必要ない一方、住宅
新築等の住み替えが契機となっているため、
住宅支援が効果的である。さらに定住後の支

会社員＋求職中 前職継続 新規起業 定年後 計
現役世代単身 1 1
高齢の親と現役世代 1 1 2
現役夫婦 2 1 1 1 5
子育て 1 2 2 2 7
高齢夫婦 1 1 2
高齢単身 1 1
計 5 4 3 4 2 18

移住者タイプ A A'※ B C D
※世帯主が正規雇用の会社員をAタイプ、求職中や正規雇用でない世帯をA'タイプとする。
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援として、充実した子育て支援が有効である
と考えられる。 
遠方からの若年世代移住希望者に対して
は、地域の魅力を伝える「情報提供」に加え、
地域への適応性判断の機会提供として「体験
プログラム」、移住準備のために「数日の滞
在支援」や「中・長期滞在支援」も有効であ
る。特に会社員希望者に対しては、ハローワ
ーク等の就職情報提供に加え、地域の就業環
境を良く知る行政担当者が相談に対応し、マ
ッチングを図ることも有効であると考える。
「住宅支援」の分野では、移住者の年齢や家
族構成に合わせた住宅を提供する必要があ
り、単身や夫婦世帯には「家賃補助」、子育
て世帯には「新築支援」や「空き家バンク」
等が有効であると考えられ、特に起業希望者
には、仕事場としての空き家斡旋が効果的で
ある。 
中高齢のリタイア世代に対しては、地域の
環境条件や福祉・医療環境を体験するための
「中・長期滞在支援」が、地域に馴染み定住
を促すためにも有効である。 
 このように移住者の属性によって必要な
支援は異なることから、包括的支援システム
の支援内容も属性別に設定することが望ま
しいが、より効率的・効果的な施策とするた
めには、自治体の地域特性に対応したターゲ
ット属性を定めた上で、移住プロセス別に支
援内容を設定することが有効であると考え
る。 
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